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地震動の周期に依存した建物被害と新たな課題

科 学 技 術 動 向　2012年 5・6月号

科学技術動向研究

地震動の周期に依存した
建物被害と新たな課題

　2011 年の東北地方太平洋沖地
震は、約 2 万人の死者・行方不
明者を出す東日本大震災を引き
起こし、1923 年の関東大震災以
降最大の自然災害となった。ただ
し、ほとんどが津波による犠牲者
であったため、地震動による被害
はあまり注視されていない。現実
には、地震動による被害も多様で
あった。地震災害の研究は、実際
に起きた事跡を検証することが全
てであり、私たちは、未曾有の大
震災で明らかとなった事実に目を
向け、それらから得られる教訓を
謙虚に学ぶ必要がある。
　科学技術政策研究所では、地震
動による直接の建物被害に注目し
て、2012 年 2 月 7 日 に「 東 日 本
大震災の被害と防災の在り方」と
題する講演会を行った。講演者お
よび講演題目は以下の通りである。

松村　正三
客員研究官

市口　恒雄
安全・システムユニット

①「揺れによる建物被害と防災シ
ステムの問題」　境有紀（筑波大学）
②「事業活動への影響と免震・制
震の効果」　境茂樹　（（株）間組）
　本報告では、両氏の講演内容に
沿って東北地方太平洋沖地震によ
る建物被害の特徴を紹介する。阪
神・淡路大震災を引き起こした
1995 年兵庫県南部地震に比べて、
東北地方太平洋沖地震では、一般
住宅の全壊や大破といった構造部
の損傷は少なく、被害は瓦屋根や
壁などの非構造部分に集中してい
るという特徴が見られた。甚大な
津波被害を出しかつ地震の震度も
大きかった東日本大震災で、何故
揺れによる建物崩壊が少なかった
のかを明らかにし、今後の被害軽
減に役立てたいということがこの
講演会の主なテーマであった。
　東北地方太平洋沖地震は、震源

近くの東北地方では主に短周期の
地震動であったが、首都圏では長
周期成分も見られ、超高層ビルが
長時間にわたって大きく揺れた最
初の事例ともなった。ここ数年の
間に高い確率で起きるとされる首
都圏直下型地震では、最大震度 7
の可能性も想定されており、兵庫
県南部地震を上回る大きな建物被
害も予想される。超高層建築を含
め、首都圏の建物は本当に大丈夫
なのか。もし、可能な対策がある
とすれば、どういう対策があるの
か。そういった問題も含め、少し
でもその被害を少なくする方法を
探ってみたい。
　以上のように、両氏の講演内容
の一部を紹介するとともに、将来
の大震災に備えて、揺れによる建
物被害についての教訓を汲み取る
ことが本稿の目的である。

1 はじめに

　被害を受けた建物は、事後の安
全性を確保するためにも、精密な
調査が望まれる。しかし、被害を
受けた建物を全て調査しても、被
害総数は算出されるが、被害率と

いった数字は出てこない。被害率
あるいは全壊率という数字は、被
害の有無に拘わらず、地域全体を
万遍なく調査して初めて得られる
ものである。現実には、広範囲の

全ての建物を調査することは不可
能であり、むやみに調査しても震
度や揺れ方との関係は明らかにで
きない。この関係を明らかにする
ためには、信頼できる地震計が設

2 地震動による建物被害の調査方法と調査結果
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図表 1　K–NET および KiK–net の強震観測地点と観
測設備の写真 

出典：参考文献 1

置されている場所を選び、その
地点を中心に半径何百メートルと
いったエリアを調査することが有
効である。このように、建物被害
の調査方法には、被害建物だけを
調査して被害総数を算出する方法
と、特定エリアの全棟調査により
被害率を算出する方法がある。
　日本には、（独）防災科学技術
研究所が全国に約 20 km の間隔
で設置している K–NET および
KiK–net と呼ばれる強震観測施設
が 1,381 箇所ある（図表 1 参照）。
そのほかに、気象庁と自治体の強
震観測設備がそれぞれ 608 箇所と
2,839 箇所存在する。それらの観
測施設には、強い揺れでも針が振
り切れない強震計やデータの送信
装置などが装備され、地上に置か
れた丈夫なケースに収納されてい
る（図表 1 の写真参照）。
　KiK–net は地中に設けた地震計
と地表の強震計とがセットになっ
た も の で あ る。K–NET お よ び
KiK–net で得られた地震波形など
の記録は、インターネットで公
開・配信されている2）。東北地方
太平洋沖地震では、震度 6 弱以上
を記録した強震観測点は 200 地点
以上であった。
　境有紀氏らの研究グループは、
2011 年 3 月 16 日 か ら 4 月 10 日
までの期間に、周辺の建物が多
い個所などを考慮して、200 地点
の中から 35 地点を選んで調査を
行った（図表 2 参照）。宮城県 16
地点、福島県 7 地点、栃木県 6 地
点、茨城県 6 地点である。震度で
いえば、震度 7 が 2 地点、震度 6
強が 26 地点、震度 6 弱が 7 地点
となった。
　現地調査の方法は、強震計が
設 置 さ れ た 観 測 点 を 中 心 に 半
径 200 m 以内の建物全棟の被害
チェックである。ただし、倉庫や
車庫、および地滑りなどによる建
物被害は対象外としている。半径
200 m 以内と限定する理由は、こ
の範囲内であれば、地震動が観測

点とほぼ同じと見な
せるからである。た
だし、宅地の造成方
法などによっては、
家屋に伝わる地震動
が大きく異なる場合
もある。
　現地では、建物の
外観から全壊や大破
を判定し、屋根瓦被
害の有無を含めて、
木造、ＲＣ造（鉄筋
コンクリート構造）、
鉄骨造など構造種別
や階数などを区別し
て、地図上にプロッ
トする。図表 3 の左
側は K–NET 塩竈の
観測点（★印）を、
右側は宮城県涌谷町
にある気象庁の観測
点（★印）を中心に
半 径 200 m の 範 囲
内の建物を全棟調査
した例である。これ
らの例では、建物の
全壊・大破はなく、
若干の瓦被害で済ん
でいた。ほかの地域
の調査結果でも、被
害状況は概ね同様で
あった。
　研究グループによ
る建物被害調査の全
体結果を図表 4 に示
す。震度 6 弱の地点
を一部含むが、概ね
震度 6 強以上の地点
での調査建物数の合
計は 2,954 棟で、全
壊・大破率は 0.47％
であった。
　日本では、これま
で全壊率 30％以上
の発生状況を以て、
揺れの大きさを震度
7 と定義してきた。
1996 年以降の計測
震度への改訂後も、

図表 2　東日本大震災による建物被害の調査地点

提供：境有紀氏
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図表 3　東日本大震災による建物被害の調査例

提供：境有紀氏

震度 6 強での全壊率は 8～30％、
震度 7 での全壊率は 30％以上と
評価されてきた。しかし、東北地方
太平洋沖地震では、ほぼ震度 6 強
以上での全壊・大破率が 0.47％と
いう極めて低い数値になっている。
　強震観測点を中心に半径 200 m
の範囲で全棟調査する方法は、全

壊・大破率などの被害率を算出で
き、それを地震動と比較できる。
ただし、恣意的に調査範囲を拡げ
ることは統計学的信頼性を失わせ
るので、範囲外に全壊した建物が
あっても、その建物は調査対象に
はならない。これと平行して、被
害が大きかった建物を重点的に調

査し、どの部分がどういう風に壊
れたかを調べる従来の方法による
調査も、ほかのグループによって
実施された。国土交通省国土技術
政策総合研究所と（独）建築研究所
の合同グループは、福島県内（三
春町・二本松市・郡山市・福島
市）や福島県・宮城県内（白河

提供：境有紀氏

図表 4　東北地方太平洋沖地震による建物被害の調査結果
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図表 5　東北地方太平洋沖地震と兵庫県南部地震の地震動の比較

提供：境有紀氏

市・須賀川市・仙台市）などの鉄
筋コンクリート造や鉄骨造の建物
の被害調査を行った3、4）。この調
査結果でも、重大な被害は確認さ
れたものの限定的であること、観
測された震度の割には建物被害は
大きくなく、外装材の被害はあっ
ても構造的な被害は顕著でないこ
と、などが報告されている。ま
た、大きな被害を受けた建物に

は、1978 年の宮城県沖地震以前
に建てられたものが多いことも報
告されている。さらには、以前は
水田であった地域での被害が大き
いといった地盤条件の影響も指摘
している。
　このように、2 つの独立した調
査により、東北地方太平洋沖地震
では、震度の割には揺れによる建
物被害は大きくなかったことが明

らかになった。これは、建物の耐
震性が向上している効果なのだろ
うか。あるいは、東北地方太平洋
沖地震の揺れに何か特徴があった
のだろうか。それを解き明かすた
めに、次章では、建物被害の著し
かった兵庫県南部地震（阪神・淡
路大震災）の地震動との比較を試
みる。

では震度 7 で全壊率 0％であるの
に対して、鷹取では震度 6 強に対
して全壊率 59.4％であり、両者に
は極めて大きな違いがある。
　両者の揺れの特徴を見ると、大
きな違いがあることがわかる。東
北地方太平洋沖地震では短い周期
の強い揺れが長時間続いたのに対
して、兵庫県南部地震では比較
的周期の長い揺れが観測されて

3-1

揺れの特徴の比較

　図表 5 は、東北地方太平洋沖地
震と兵庫県南部地震の地震動の比
較例である。それぞれの測定地点
は、宮城県の K–NET 築館と JR
西日本の鷹取駅構内である。築館

いた。地震動の縦軸の単位 cm/s2

は加速度を示しており、通常は「ガ
ル」と呼ばれる単位である。980 
cm/s2 を 1 G（重力加速度）とし
て、G で表すこともある。東北地
方太平洋沖地震のグラフでは最大
値が 1,000 ガルを超えていたが、
1,000 ガル以上の部分を省略して
図示している。この地震動のグラ
フから、振動強度（弾性加速度応

3 兵庫県南部地震と東北地方太平洋沖地震との比較
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で報道されることもある。

3-2

建物被害の比較

　兵庫県南部地震は、全半壊の住
宅が合わせて約 25 万棟という大
きな建物被害を起こした。死者
6,432 名のうちの約 80％が住宅倒
壊による圧死と言われている。木
造住宅の場合、1 階の柱が折れ
て 2 階部分が下に落ちることによ
り、1 階で就寝中の人が圧死する
ケースが多く見られた。

答）と周期との関係を表すグラフ
を描けば、2 つの地震動の特徴の
違いは一目瞭然である。東北地方
太平洋沖地震では周期が 0.5 秒以
下の振動強度が大きいが、周期が
1～2 秒の領域では、兵庫県南部
地震の方が振動強度は大きい。建
物被害に関しては、周期が 1～2
秒の地震動の影響が大きく、被害
率との相関も指摘されている。一
方、周期が 1 秒以下の振動は、人
体感覚と合致しており、瓦屋根や
壁などの非構造部材や室内被害と
の相関が見られる。
　東北地方のほかの測定地点で
も、弾性加速度応答は、0.5 秒以
下の周期で大きく、建物被害に結
びつく 1～2 秒周期では小さかった

（図表 6 参照）。東日本大震災では、
建物に影響する地震動が大きくな
かったから、建物被害がさほど生
じなかったのである。建物の耐震
性が兵庫県南部地震以来向上した
というわけではない。従って、東
北地方太平洋沖地震という超巨大
地震でも大丈夫だったからといっ
て、今後の大地震で建物は大丈夫だ
ろうと即断するわけにはいかない。
　ただし、ほとんどの木造家屋や
中低層建物は 0.3～0.4 秒の固有周
期を持つことがわかっており、そ
れよりも長い周期 1～2 秒の地震
動で大きな建物被害が起きるとい
うのは、奇妙な現象に思える。こ
の固有周期 0.3～0.4 秒というのは
弾性限界内での周期であり、弾性
限界を超えて塑性変形が起き始め
ると共振する振動の周期は長くな
ると考えられる。建物の被害は、
塑性化するときの等価周期で決ま
り、非線形モデルによるシミュ
レーションや模型実験の結果（図
表 7 参照）によっても確かめら
れている。周期が 1～2 秒の地震
動は、たとえ一回の振動であって
も、建物の塑性化を引き起こして
大きな被害を与えることがある。
従って、周期が 1～2 秒の地震動
は、「キラー・パルス」という呼称

　芦屋市（人口約 9 万人）では、
建物の全棟調査により、「芦屋市／
建築物の被害と復旧」5）として詳
細な記録を残している。芦屋市
域全建築物 15,421 棟のうち、全
壊は 4,722 棟、半壊は 4,062 棟と
なり、全・半壊率は 57％に達し
た。建物数としては、木造住宅が
圧倒的に多く、10,514 棟のうち約
70％が全壊または半壊の被害に
あった。木造住宅に次いで多い鉄
筋コンクリート造の建物も 2,577
棟のうち 20％強が全・半壊して
いる。
　地震被害を受けた建物は、建築
基準法が改正された 1981 年（昭

図表 6　複数の測定地点での地震動のスペクトル

提供：境有紀氏

図表 7　模型実験による結果

提供：境有紀氏
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図表 8　芦屋市における建築物の築年代別の被害状況

出典：参考文献 6

提供：境有紀氏

図表 9　兵庫県南部地震によるビルの層崩壊和 56 年）6 月以前に建てられた
住宅が多く、しかも築年数が古い
ものほど全・半壊が多くなってい
る（図表 8 参照）。市域のほぼ中
央を東西に縦断した震度 7 の帯上
に位置する地域では、全・半壊率
が 90％を超えた地域も存在する。
この地域では、人的被害も多く発
生した。
　柱が折れて上層階が落下する現
象は、「層崩壊」と呼ばれる。層
崩壊は、木造住宅だけではなく、
鉄骨造や鉄筋コンクリートのビル
でも起きた（図表 9 参照）。兵庫
県南部地震の発生時刻が午前 5 時
46 分と早朝であったため、ビル
の層崩壊による死傷者は少なかっ
たと考えられる。もし、地震が昼
に発生し、百貨店などの人の集ま
る商業ビルで層崩壊が起きれば、
多数の死傷者が出たことは想像に
難くない。
　境有紀氏たちの調査によれば、
東北地方太平洋沖地震の揺れに
よる建物の全壊・大破率はわず
か 0.47% である。しかし、国土交
通省国土技術政策総合研究所と

（独）建築研究所の合同チームの報
告3、4）によれば、層崩壊した建物
も存在し、建物によっては大きな
被害を受けた。図表 10（a）および
（b）は、交差点に面した鉄筋コン
クリート造の建物である。いずれ
も 1 階部分は店舗であり、耐力壁
の少ない「ピロティ」構造となっ
ていた。両者とも交差点に面した
隅柱のせん断破壊が原因で 1 階部
分が層崩壊を起こした。ただし、

1 階が柱だけのピロティ
住宅は、地震に耐えさえ
すれば流水圧を受けにく
く、津波の被害からはの
がれた例も報告されてい
る。図表 10（c）は大学の
校舎で、以前から耐震強
度の不足が指摘されてお
り、補強を計画している
段階での被災となった。
敷地内のすぐ隣の建物で
は、外見上の被害は全く
観測されなかった。図表
10（d）は、一部損壊とし
て最も多く観測された壁
被害の例である。
　前述のように、東北地
方太平洋沖地震では 0.5
秒以下の周期の地震動が
顕著であり、壁などの非
構造部材や室内被害が多
く発生した。また、天井
材や照明器具の落下、立
体駐車場のスロープの落
下などで、首都圏でも死
傷者が出た。住宅では瓦
がずれるなどの被害が発
生し、地盤の液状化によ
る被害も発生した。
　工場でも、天井材の脱落や内
装材などの被害が生じた。電子
部品工場のクリーン・ルームの
エクスパンション・ジョイント部
がはずれて、機密性の確保が維持
できなくなった例も報告されてい
る。工場では、建物だけでなく製
造装置の転倒など生産設備の損傷
によっても大きな経済的被害を受

けた。一社の工場被害が、サプラ
イチェーンを通じて産業界にも大
きな影響を与えた。例えば、ルネ
サスエレクトロニクス（株）の半導
体工場の操業停止は、世界の自動
車生産に大きな影響を与えた。こ
うした経済的な意味の被害まで防
ぐためには、産業界としては、災
害発生時にも事業活動を低下さ



27

地震動の周期に依存した建物被害と新たな課題

科 学 技 術 動 向　2012年 5・6月号

出典：参考文献 3 および 4

図表 10　東北地方太平洋沖地震による建物被害 せないハード面の「災害抵抗力」
と、事業活動を継続しつつ復旧を
早めるソフト面の「災害対応力」
を兼ね備えることが重要である。
事業者は、この 2 点を意識した

「事業継続計画（BCP：Business 
Continuity Plan）」 を 予 め 作 り、
実地訓練することが必要である。

　周期 1 秒以下の振動が顕著な地
震動は「短周期地震動」と呼ばれ、
周期 1～2 秒の振動が顕著な地震
動は「やや短周期地震動」と呼ば
れる。関東平野・濃尾平野・大阪
平野などの厚い堆積層地盤では、
周期が 2 秒以上の「長周期地震動」
が観測される場合もある。長周期
地震動に関しては、周期が 2～5
秒の場合を「やや長周期地震動」、
周期が 5 秒以上の場合を「長周期
地震動」として区別することもある。
　図表 11 は、過去の震度 6 弱以
上の地震による被害状況を文献 7
より抜粋し、周期が 1～2 秒の地
震動が多くの地点で観測された地
震を☆印で、一部の地域で観測
された地震を○印で記してある。

（2003 年の宮城県北部を震源とし
た地震では、消失した波形もあり、
周期が 1～2 秒の地震動があった
かどうかは不明）。図表 11 の☆印
と○印は建物の被害数と強い相関
があることがわかる。東北地方太

平洋沖地震では膨大な建物被害を
出したが、そのほとんどは津波に
よるもので、地震動によるものは
少ない。また、東北地方太平洋沖
地震の翌朝に発生した長野県・新
潟県県境付近を震源とする地震で
は、長野県栄村や新潟県十日町市
を中心に住宅に被害を及ぼした。
　図表 11 では、周期が 1～2 秒の
地震動が観測された地震に印を付
けたが、地震動の周期は、地震の
震源過程だけで決まらず、観測点
での地盤の状況や地震波の伝搬経
路に大きく左右される。図表 12
は、新潟県中越沖地震の時に、長
岡市小国町と柏崎市で観測された
弾性加速度応答である。小国町で
は周期が 1 秒以下の地震動が顕著
であるが、柏崎市では周期 2 秒あ
るいはそれ以上の周期の地震動が
顕著になっている。この様に、同
じ地震であっても、場所によって
地震動は異なる。従って、地震に
よる建物被害の軽減研究において

は、単に地震の研究だけではなく、
地震・地下構造・地盤・建築物を
含む総合的な研究が必要である。
　2008 年岩手・宮城内陸地震や
2009 年 の 駿 河 湾 を 震 源 と す る
地震では、観測地点のほとんど
では短周期地震動であったが、
K–NET 古川や K–NET 鳴子など
の特定の観測地点では周期が 1～
2 秒の「やや短期地震動」や周期
2 秒以上の「長期地震動」が観測
されている（図表 13）。この 2 つ
の地震による建物被害調査の結果
をまとめたのが図表 14 である。
いずれの地震でも、瓦屋根の被害
を除き、調査域内では全壊や大破
といった大きな建物被害はなかっ
た。ただし、岩手・宮城内陸地震
は、全体として 176 棟の全・半壊
被害と 23 名の死者・行方不明者
を出し、一関西観測点（岩手県一
関市厳美町）では、4,022 ガルとい
うそれまでの観測史上最大の地震
加速度が記録された。

4 過去の地震における建物被害
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　建物に全壊や半壊の被害を与え
るとされてきた最大震度 6 弱以上
の地震は、年に 1.3 回程度の頻度
で起きている。しかし、被害率と
いう観点から見れば、ほとんどの
地震では、明らかに想定より被害
は小さい。むしろ、兵庫県南部地
震は、例外的な存在と言えよう。
このことは、震度という単一の指
標では、地震による建物被害を語
れないことを如実に物語っている
ものと思える。

出典：参考文献 7，8 および境有紀氏講演

図表 11　過去の震度 6 弱以上の地震による被害状況。
☆印および○印は、それぞれ周期 1～2 秒の地震動が顕著に観測された地震と一部の地域で観測された地震。

提供：境有紀氏

図表 12　新潟県中越沖地震のスペクトル
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提供：境有紀氏

図表 13　岩手・宮城内陸地震と駿河湾を震源とする地震のスペクトル
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　現行の日本の気象庁震度階は、
0 から 4 までと、5 弱、5 強、6 弱、
6 強、そして震度 7 と合計 10 段
階で与えられる。1996 年までは 0
から 7 までの 8 段階であったが、
兵庫県南部地震の時に、震度 5 お
よび震度 6 の地域での被害状況の
幅が広かったことから、その後、
それぞれに強弱の震度階が新たに
設けられた。震度とは、加速度や

振幅といった明確な物理量ではな
く、揺れの振幅や周期あるいは
継続時間といった要素が複雑に絡
み合う量であり、1995 年以前は、
被害状況や体感によって決められ
ていた。近年になって地震計の記
録波形に数値処理を施すことに
よって、自動的に機械判定するこ
とが可能となり、1996 年以降は、
この計測震度が用いられている。

例えば、震度 4 とは計測震度が 3.5
以上 4.5 未満、震度 5 弱とは計測
震度が 4.5 以上 5.0 未満、震度 5
強とは計測震度が 5.0 以上 5.5 未
満を意味している。
　計測震度によって震度が自動判
定できるようになり、現在では、
地震発生から 1～2 分程度で各地
の震度がテレビやラジオで報道さ
れるようになった。現時点では日

提供：境有紀氏

図表 14　2 つの地震での建物被害の調査結果

5 震度と建物被害との関係



31

地震動の周期に依存した建物被害と新たな課題

科 学 技 術 動 向　2012年 5・6月号

本だけが持つ画期的な速報システ
ムである。その一方で、人体感覚
に依拠してきた旧震度と現行の計
測震度との間の連続性に対しての
疑問も出ている。気象庁資料によ
ると、1988～1994 年に起きた実
際の地震に対して旧震度と計測震
度とが少なくとも旧震度 6 の範囲
までよく一致することが示されて
いる。しかし、1995 年以降につ
いては、震度 6 強を超える強震動
の範囲で旧震度と計測震度との一
致は保証されておらず、その不一
致がその後の震度と建物被害率と
の乖離の 1 つの原因となっている
可能性がある。
　気象庁が計測震度を取り入れ
た 1996 年以降、計測震度 6 弱以
上の出現頻度が、旧震度 6 以上に
比べて飛躍的に増加した9、10）。図
表 15 から、地震の発生頻度自体
は大きく変化していないが、震度
6 弱以上を記録した地震の回数が
1996 年頃を境に、発生率にして
およそ 15 倍と大きく増加してい
る様子がわかる。この理由は、旧
震度評価が行なわれていた観測拠
点数に比べて計測震度計の設置点
数がはるかに増加し、それによっ
て最大震度の観測漏れがほぼ無く
なったせいであろうと説明されて
きた。これは一見、合理的な解釈
にも思えるが、15 倍にも及ぶ発

生率の違いを説明
しきれるかどうか
は不確かである。
この発生率の違い
の一部は、計測震
度と旧震度との間
に生じたずれに起
因している可能性
は否定できない。
　境有紀氏は、計
測震度とは別に、震
度に応じてフィル
ターの周波数帯域
を変えた別の指標
を提案している11）。
震度 6 弱以上の地
震に関して、被害
率との乖離が度々生じるとなれば、
指標としての震度の意義が問われ
かねない。現行の計測震度を変え
ることに慎重であるべきとするな
らば、建物の構造体被害に焦点を
あてた別指標を用意することも考
慮すべき案と言えよう。
　地震動の多くは、周期が 1 秒以
下の短周期であり、1～2 秒の周
期が観測される「やや短周期地震
動」は必ずしも多く発生するわけ
ではない。しかも、地震動の周期
は、地盤構造や伝搬経路に依存す
る。今回の東北地方太平洋沖地震
で震度 6 強や震度 7 となったにも
拘わらずほとんどの住宅が倒壊し

なかったという経験により、多く
の人が、その程度の地震では自
宅は倒壊しないと思い込むかも
知れない。しかし、それは誤りで
あり、そういった思い込みは危険
である。震度が大きくかつ周期 1
～2 秒の地震動を伴う地震の場合
には、阪神・淡路大震災の時のよ
うな大きい建物被害が発生する可
能性があることを忘れてはならな
い。特に住宅などの中・低層建
物に対しては、周期 1～2 秒の地
震動を想定した耐震対策が重要で
あることを指摘したい。

出典：参考文献 10

図表 15　震度 6 以上の地震の積算回数

　東北地方太平洋沖地震では、震
源から遠い東京でも震度 5 弱を観
測し、都心の超高層ビルも長時間
にわたって大きく揺れた。建築基
準法には「超高層建物」という言
葉はないが、同法第 20 条第 1 号
に規定する 60 m を超える建物の
ことを「超高層建物」と呼ぶこと
が多い。高さ 60 m を超える建物
については、決められた地震波形
を用いて動的に解析（時刻歴応答

解析）し、耐震基準を満たすこと
が義務づけられている。
　建物の耐震構造は、大きく分け
て次の 3 種類が存在する。

（a）構造体の強度を増して地震に
耐える力を与える狭義の耐
震構造

（b）エネルギーの吸収機構によっ
て振動を抑制する制震構造

（c）積層ゴムやすべり支承などを
用いて上階への地震力を受

けにくくする免震構造
　一般家屋では、構造壁や筋交い
などを用いて耐震性能を高めるこ
とが多いが、超高層建物では変形
を抑制または制御する制震構造や
免震構造が用いられる。
　低層建物の固有周期は 0.5 秒以
下だが、高層建物の固有周期は 1
～2 秒、超高層建物になると固有
周期は 2～6 秒程度となる。一般
的には、高層であればあるほど建

6 超高層建物と免震・制震方法
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物の固有周期は長くなって、地震
動の卓越周期との差が大きくな
り、その結果、建物に伝わる力や
加速度は小さくなる（図表 16 左
図）。ところが、建物の揺れの振
幅、即ち変形は、超高層建物にな
れば逆に大きくなる（図表 16 右
図）。制震構造では、地震のエネ
ルギーをダンパーに吸収させるこ
とによって、建物に加わる力を小
さくして、同時に建物の変形を抑
えることができる。一方、免震構
造では、積層ゴムなどを用いて等
価的に建物の共振周期を長くする
ことによって、建物に伝わる力を
小さくすることができる。
　制震構造にはいくつかの種類が
あり、典型的には次の 3 種類に分
類される。

（a）層間ダンパー型制震構造：建
物の上層の床と下層の天井

（または床）とをダンパーを
用いて連結し、ダンパーに
エネルギーを吸収させて建
物の損傷を防ぐ。ダンパー
には、図表 17 に示したオイ
ルダンパーや金属の塑性化
を利用した低降伏点鋼ダン
パーなどがある。

（b）マスダンパー型制震構造：建
物の最上部に「おもり」を
設置し、建物の上層部を揺

れにくくする。
この場合も、お
もりと建物とを
ダンパーで連結
し、エネルギー
を吸収させる。
場合により、ア
クチュエータな
どで連結し、建
物が揺れる方向
と逆方向に力を
加えてアクティ
ブ制御すること
もある。

（c） 連 結 型 制 震 構
造：建物の構造
を複数に分割し
た 上 で、 ダ ン
パーで連結して
揺れを抑える。
連結制震ブリッ
ジで複数の棟を
つなぐ晴海アイ
ランド・トリト
ンスクェアや、
中心部に心柱構
造を設けて本体
とダンパーでつ
なぐ東京スカイ
ツリーがある。

　一方、免震構造は、
建物の基礎の部分に

提供：境茂樹氏

図表 16　建物に加わる力と変形

提供：境茂樹氏

図表 17　層間ダンパーの種類

図表 18　免震建物用の構造部材

提供：境茂樹氏
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図表 18 のような積層ゴムや鋼材
ダンパーを入れて、地震動が建物
に直接伝わらないようにした構
造である。免震構造部分を含む
建物の固有周期を長くすること
によって地震動は建物に入り難く
なる（図表 16 参照）。固有周期が
長くなると、建物内部に掛かる力
は小さくなるが、逆に変形は大き
くなる。この変形を積層ゴムや鋼
材ダンパーなどに集中させて、建
物上部に被害が出ないようにして
いる。ただ、風圧の影響が大きい
超高層建物では、風による建物の
揺れが大きくなる可能性があるの
で、免震機構の設置には十分な注
意が必要である。また、床や建物
が地面と異なる動きをするので、
出入り口や建物周囲で地面との
ジョイント部に十分配慮を払う必
要がある。
　図表 19 は、免震構造の超高層
建物で観測された東北地方太平洋
沖地震の地震動を示している。基
礎上・1 階・21 階の 3 箇所で観測
しており、それぞれ 3 種類の波形
は、上 2 つが水平方向、下 1 つが
垂直方向の地震動である。基礎
上と 1 階の水平方向の地震動に
は大きな違いが見られる。1 階で
観測された加速度は、基礎上で観
測された加速度の約 1/3 になっ
ており、免震機構が有効に働い

ていることが
わかる。しか
し、垂直の地
震動は減衰し
ておらず、一
般的な免震構
造は垂直方向
に は 働 か な
い。免震機構
が無い場合の
この建物の揺
れ は 測 定 で
きないのでシミュレーションに頼
るしかないが、下層階の揺れは約
320 cm/s2 か ら 約 100 cm/s2 に、
上層階の揺れは約 280 cm/s2 から
約 160 cm/s2 に低減されていると
いう結果が得られた。また、層間
変形角（各層での変形を柱の長さ
で割った値）は、免震構造でない
場合には中層階では 1/200 近くに
達するが、免震構造の場合にはど
の階でも 1/1000 以下に抑えられ
ていることもわかった。層間変形
角が 1/200 以上になると、壁に亀
裂が生じ始めると言われており、
免震構造では層間変形角を抑える
効果がはっきりと確認された。実
際にこの建物では、壁や柱面のひ
びなどの被害や家具の転倒などの
被害も報告されていない。
　制震建物や免震建物は、どちら
の場合もダンパーや積層ゴムに地

震力や変形を集中させて、建物全
体を守っている。従って、ダンパー
や積層ゴムの強度や繰り返し耐力
が問題となる。東北地方太平洋沖
地震後には、残留変位が生じてい
る鋼材系ダンパーや亀裂の入った
鉛ダンパー、そしてボルトの緩み
などが確認できた。このような状
況では、制震や免震の効果は以前
より低下している恐れがあり、早
急な修理や交換が必要な場合もあ
る。特に、強い余震を伴う地震の
場合には致命的ともなりかねない
ことから、地震直後の応急点検は
重要である。現時点では、繰り返
し振動による健全性評価や地震後
の残余耐力の評価基準や評価方法
が明確になっておらず、今後の重
要な課題である。
　また、東北地方太平洋沖地震
は、首都圏の超高層ビルが長時間

提供：境茂樹氏

図表 19　免震構造の超高層建物で観測された東日本太平洋沖地震の地震動

出典：参考文献 2

図表 20　東北地方太平洋沖地震余震の新宿における地震動
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1）　（独）防災科学技術研究所ホームページ：http://www.hinet.bosai.go.jp/about_earthquake/sec9.5.html
2）　（独）防災科学技術研究所 K–NET：http://www.k-net.bosai.go.jp/k-net/gk/overview.html
3）　平成 23 年東北地方太平洋沖地震による建築物被害第一次調査（速報）：二本松市、郡山市、福島市における RC 造、

鉄骨造及び非構造部材を中心とした被害：http://www.nilim.go.jp/lab/bbg/saigai/h23tohoku/110314kentiku.pdf

にわたって大きく揺れた初めての
事例となった。新宿の超高層ビル
群は、約 13 分間にわたり、最大
で 108 cm の振幅で揺れた。この
様子は、ビデオに撮影され動画投
稿サイトで見ることができる。首
都圏では、「長周期地震動」を伴
う余震も観測され、図表 20 は、3
月 12 日の午前 3 時 59 分に起きた
余震の新宿における地震動であ
る。この余震では、地震動加速度
自体はあまり大きくはなかったが、
図表 20 の 65 秒から 110 秒までの
時間で、約 5.6 秒周期の「長周期
地震動」が明確に観測されている。
　日本で、「長周期地震動」が注

目されるようになったきっかけ
は、2003 年十勝沖地震の時に、
苫小牧市のコンビナートでスロッ
シング（タンク内で石油が共振す
る現象）で溢れた石油による火
災であった。2004 年新潟県中越
地震や 2007 年新潟県中越沖地震
では、首都圏での「長周期地震
動」によって、超高層ビルのエレ
ベーターの損傷やトラブルが発生
した。また、1964 年の新潟地震
の時の新潟市での石油タンク火災
も、当初は地盤の液状化によるス
ロッシングが原因と考えられてい
たが、現在では、「長周期地震動」
が原因と考えられている。

　1967 年完成の霞ヶ関ビルを嚆
矢とした日本の超高層建物は、今
回の大地震に遭遇するまで大きな
震災に見舞われる経験を持ってい
なかった。しかもこうした超高層
建物は、東京（首都圏）・大阪・
名古屋に多く存在し、長周期地震
動が起きやすい堆積層地盤上にあ
る。長周期地震動と超高層建物
の組み合わせは、地震災害研究に
とっても未知の領域と言えよう。
今回の経験を踏まえた上で将来の
被災軽減を図ることは、今後の研
究課題の中でも重要な位置づけに
ある。

　本稿では、東日本大震災（東北
地方太平洋沖地震）の被害の様相
を、阪神・淡路大震災（兵庫県南
部地震）と比較し、その違いを明
らかにすることにより、今後の地
震防災への教訓を読み取る事を目
的とした。
　東北地方太平洋沖地震は、マグ
ニチュードも大きく、震度 6 弱以
上の地域も広範囲に及ぶ巨大地震
であったが、それにも拘わらず、
兵庫県南部地震に比べて、揺れに
よる建物の被害率は小さかった。
この理由は、地震動の振動周期の
違いによって説明できる。東北地
方太平洋沖地震では、周期 1 秒以
下の「短周期地震動」が顕著であ
り、周期 1～2 秒の「やや短周期
地震動」の割合が低かった。「短

周期地震動」は、人体には大きく
感じられ、建物の壁材や天井材な
どに被害をもたらすものの、建物
の全壊や半壊といった構造被害へ
の影響は少ない。一方、兵庫県南
部地震では、「やや短周期地震動」
が卓越し、多くの建物倒壊の原因
となった。
　また、東北地方太平洋沖地震お
よびその余震では、首都圏で「長
周期地震動」が観測され、超高層
ビルが大きく揺れた。今回の地震
では、免震・制震装置に一定の効
果は見られたが、長周期地震動に
対する安全性は未知の領域であ
り、今後検討すべき課題は多い。
　周期 1～2 秒の「やや短周期地
震動」、そして、周期 2 秒を超え
る「長周期地震動」、これらがも

たらす被害の対象や様相は、それ
ぞれに全く異なる。こうした周波
数帯に依存する影響の相違は、被
害の様相をますます多様化させる
ことになる。東日本大震災で地震
動による建物被害が小さかったこ
とは、ある意味の僥倖であり、将
来、同程度の震度に見舞われた時、
必ずしも今回と同様の被害様相と
なるわけではないことを考慮すべ
きである。予測震度に基づく地震
防災計画は、あくまでもひとつの
目安であり、気象庁震度階という
一指標だけでは全ての被災状況が
把握しきれない場面をも想定しな
ければならない。
　最後に、講演や資料提供をして
頂いた境有紀氏と境茂樹氏に感謝
を申し上げます。
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